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s2330029@jaist.ac.jp 

 

 
1. はじめに 

デジタルトランスフォーメーション（以下 DX）とはデジタル技術が人間のあらゆる生活に変化をもた

らすという概念である[1]。DX の重要性は日本でも高まっており，各企業は，競争力維持・強化のため

に DX をスピーディーに進めていくことが求められている[2]。 DX はもはやバズワードでなく，具体

的な効果が求められる実践である。効果創出のための DX 戦略立案から Key Performance Indicator（以

下 KPI）設定の手法に関する研究は多く見られる。しかしながら，KPI の網羅性をどのように高め，KPI
ごとの目標値をどのように設定し，どのように評価・アクションにつなげていくかについては論じられ

ていない。本研究では，「DX 戦略の KPI はどのように目標設定され，どのように評価され，アクショ

ンプランにつなげられていくべきか？」というメジャー・リサーチクエスチョンを明らかにする。以下

3 つのサブシディアリー・リサーチクエスチョンも明らかにする。 
1. DX 戦略から具体化された KPI は，どのように分類されるべきか？ 
2. それぞれの KPI はどのように目標設定されるべきか？ 
3. 目標設定された KPI は，どのように評価され，アクションにつなげられていくべきか？ 

上記のリサーチクエスチョンに答えるために，筆者は，“DX Value Management (DVM)”というマネジ

メントシステムを考案した。本研究の目的は，DVM という手法が有効であるか検証し，提案すること

である。なお，研究の方法として，SaaS を導入して DX を推進している企業に DVM を適用した事例

の研究を行った。 
 
2. 先行研究 

2.1 DX 戦略 
DX 戦略に関する先行研究は，DX 戦略の概念[3]，DX 戦略実行のガイドライン[4]，DX 戦略のモデル

化[5]，DX 戦略を実装するためのフレームワーク[6]，DX 戦略立案の事例調査[7]，DX 戦略の事例の比

較[8]など数多くみられる。このように DX 戦略は概念から理論，そして実装へと論点が深まってきて

いる。一方で，DX 戦略は継続的に改訂され，「トライアランドエラー」を繰り返す必要があると論じ

られている[5]にもかかわらず，どのように継続的な改訂や「トライアンドエラー」を繰り返すかにつ

いては述べられていない。 
 
2.2 DX 戦略の数値モデル化の手法 
DX 戦略の数値をモデル化する手法として，Balanced Score Card（以下 BSC）[9]の戦略マップを DX
に拡張し定性目標である Critical Success Factor（以下 CSF）と定量目標である KPI の関係性を明確

化した Digital BSC（以下 DBSC）がある[10]。DBSC の有効性[11]，DX における BSC の指標の優先

度[12]なども論じられている。さらに，事例研究から企業は固有のビジネスに合わせて，BSC や OKR
などのパフォーマンス管理のフレームワークをカスタマイズし，KPI の設定や目標設定をしているとい

う研究もある[13]。これらのことから，DBSC が DX 戦略を具体的な KPI までブレークダウンするため

の有効な手法であることが明確になってきており，企業ごとに目標設定が行われていることがうかがえ

る。しかしながら，上記の先行研究は，どのように KPI の目標値を設定し，評価し，アクションにつな

げるかについては論じられていない。 
 

3. DVM 
3.1 DVM とは 
DVM という言葉は，コンサルティングや IT 業界で一般的に使われている Value Management の冒頭

に DX をつけた筆者の造語である。したがって，ここでの Value は広く一般的な価値ではなく，企業が
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DX 活動を通じて創出する数値的な価値である KPI や KGI を活用し，効果を継続的に高めていくとい

う意味での価値を示す。 なお，欧州および英国の統一規格である BS EN12973:2020[14]で定義されて

いる Value management があるが，DX という言葉を冒頭につけることでこの言葉と異なることは明ら

かである。 
 
3.2 DVM と本稿の対象 
DVM とは，図 1 の点線の青枠で示したとおり，DX 戦略をうけて DBSC の考え方を活用することで DX
戦略の目標や想定効果を KPI として数値化し，目標設定・評価・アクションの実行を継続的に支援する

マネジメントシステムである。なお，KPI という言葉は，業績，尺度，指標，基準といった様々な用語

が関係性をもって使われている[15]という議論はあるが，本稿では，DX に限定した議論であることか

ら，DBSC[10]，[12]の定義を使う。DX 戦略から KPI の設定までは多くの先行研究があるため，本稿の

議論は DX 戦略の立案が完了し，DBSC の戦略 Map・CSF・KPI が設定された後の図 1 の実線の赤枠

内を対象とする。 
 

 
図 1. DVM と本稿の対象範囲 

 
3.3 DBSC 
DBSC で設定した KPI は「ビジネス管理」・「顧客と従業員」・「Digital 業務プロセス」・「学習と成長」

という 4 つの視点で分類されている[10, 12]。 
「ビジネス管理」（財務的な数値指標） 

• Strategy Map の戦略目標からトップダウン的に導かれる 
• 「顧客と従業員」と「業務プロセス」からボトムアップ的に導かれる 

「顧客と従業員」（「顧客と従業員」に関する数値的な指標） 
• 「ビジネス管理」からトップダウン的に導かれる 
• 「Digital ビジネスプロセス」と「学習と成長」からボトムアップ的に導かれる 

「Digital 業務プロセス」（「Digital 業務プロセス」に関する数値的な指標） 
• 「ビジネス管理」と「顧客と従業員」からトップダウン的に導かれる 
• 「学習と成長」からボトムアップ的に導かれる 

「学習と成長」（「学習と成長」に関する数値的な指標） 
• 「ビジネス管理」，「顧客と従業員」，「Digital ビジネスプロセス」からトップダウン的に導

かれる 
 

3.4 KPI の 3 分類 
KPI は，成果指標，中間指標，先行指標の３つに分類できる[16, 17]。 

「成果指標」（遅行指標や結果指標とも呼ばれる） 
• 最終的な成果の状況を表す数値である 
• 成果が出るまでは時間を要する 
• 直接的なコントロールが不可能である 

「中間指標」（診断手段やパフォーマンス指標とも呼ばれる） 
• 「成果指標」の原因となる指標であり，「先行指標」の結果の成果を表す指標である 
• 成果が出るまでは成果指標に比べ早く結果が出る 
• 直接的なコントロールが不可能であるが，先行指標との関係性はわかりやすい 
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「先行指標」（原因指標とも呼ばれる） 
• 「中間指標」の原因となる指標である 
• 結果が出るまでは成果指標や中間指標に比べ早く結果が出る 
• 直接的なコントロールが可能である 

 
3.5 DBSC×KPI の 3 分類のマトリックス 
筆者は DBSC と KPI の 3 分類という２つの異なる特徴を持つ視点を同時に活用する DBSC×KPI の 3
分類マトリックス（以下 DKPI マトリックス）として参照することで KPI 設定の網羅性を高め，目標

設定や評価・アクションの実行を支援できることができると考えている。具体的には，図 2 のとおり，

DBSC の視点を縦軸に KPI の 3 分類を横軸に設定すると，12 個の象限で表現できる。図中には一般的

な KPI を各象限に配置した。例えば，「ビジネス管理」×成果指標は①であり，売上（機会）の増加が

あり，「顧客と従業員」×中間指標に該当する⑥には，自己解決率の向上がある。 
 

 
図 2. DKPI マトリックス 

 
3.6 目標設定・評価・アクションの視点 
表 1 は，上記で論じた DBSC の特徴から目標設定・評価・アクションの視点でどんな考慮点が必要か論

理的に導出したものである。特徴については 3.4 DBSC で論じた特徴を再掲している。 
 

表 1. DBSC の特徴に目標設定・評価・アクションの視点を追加 

 
 
表 2 は，上記同様に KPI の 3 分類の特徴から目標設定・評価・アクションの視点でどんな考慮点が必

要か論理的に導出したものである。特徴については 3.5 KPI の 3 分類で論じた特徴を再掲している。 
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表 2 KPI の 3 分類に目標設定・評価・アクションの視点を追加 

 
 

DBSC と KPI の 3 分類に目標設定・評価・アクションの視点を加えることにより，共通性が見られた

ため，以下のとおりの整理を行った。 
・ 目標設定の視点：実績値と計画値の有無から目標設定のしやすさに着目し，目標設定がしやす

い KPI を○，しにくい KPI を×で整理した 
・ 評価の視点：目標値の可変性の有無で評価基準を設定しやすいかについて，しやすいを○，し

にくいを×とした 
・ アクションの視点：アクションによる効果が発揮される相対的な早さを，早い：○，比較的早

い：△，遅い：×とした 
表 3 は，上記の３つを DKPI マトリックスの①から⑫に適用したものである。結果的に，①から④，⑤

と⑧，⑥⑦⑨⑩，⑪と⑫が共通性を持っていたため 4 つにグルーピングできた。例えば，象限①から④

は成果指標であるためシンプルに共通化できた。一方で，先行指標は 2 つに分かれた。これは⑪と⑫が

計画に基づく計画値であるため目標設定と評価基準が設定しやすく,アクションの効果が早いためであ

るが，⑨と⑩は先行指標であっても計画以外のスキルや使い勝手などの複数の要素が入り複雑化してお

り，目標設定と評価基準の設定がしにくいためである。同様の理由で中間指標も 2 つに分かれた。この

ように象限,または象限のグループごとに目標設定・評価・アクションの検討の支援が可能なガイドにな

る。したがって論理的なガイドとなるため発言力の大きさによる偏りや思い込みや勢いや気合などによ

る偏見を避ける効果がある。ただし，上記の目標設定・評価・アクションはあくまで論理的に導出され

たものであるため，実際に適用する場合は個々の企業のやり方に依存するものである。また，DX は常

に動いている目標をターゲットにしており[5]，KPI の因果関係が仮説であるため，常に更新しながらよ

り改善する必要がある。十分に検討をつくした仮説であっても実際にやってみると正しくないことも

多々見られる。したがって，KPI は，目標値設定や評価のやりかたが決まれば完了するものではなく，

継続的な見直しが必要となる。 
 

表 3. 象限ごとの目標設定・評価・アクションの視点 

 
 
4. DVM 適用事例 

4.1 適用した A 社 
A 社は，CDO を任命してから数年が経過し，さらに成果主義と Job 型への移行を積極的に進めており

DX の推進を社外に発表し数年来 DX プロジェクトを全社的に実行している大手日本企業である。その

A 社の IT サービスの SaaS 導入における DVM 適用を例示する。 
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4.2 DKPI マトリックスの適用 
図 4 は，A 社で設定された KPI を DKPI マトリックスに適用したものである（実際には 51 個の KPI
が設定されたが図 4 は例示）。この結果，④の DX 成熟度*と⑫の資格用チケット数の増加*の 2 つの漏

れを見つけることができた。前者は④が空欄になっていたため見落としていたことが明らかになった。

後者は⑧の資格取得率の先行指標に該当するものがなかったため見つけることができた。 
 

 
図 3  DKPI マトリックスの適用例 

 
4.3 目標設定・評価・アクションの視点の実践 
表 3 の象限ごとの目標設定・評価・アクションの視点の①から⑫を参照することで目標設定や評価方法

の検討などに役立てることができた。例えば，③の平均問題解決時間**は DX 前のレガシーシステムが

複数あったため，元々の実績値の基準が異なっており，当初は実績からの改善率の取得が難しいと直感

的に思い込んでいた。しかし，③の目標設定を参照すると，仮に実績値が存在しなくても論理的な想定

値を設定しやすいということであったため，複数のレガシーシステムの問題解決時間の平均値の計算式

を標準化し補正した数値を用いることで実績値とし，その改善率を目標値として設定することができた。

A 社は経営の強いリーダーシップのもと当該 DX プロジェクトを推進しているため，①から④の成果指

標と⑤のビジネス管理の中間指標については全社的な戦略目標からのトップダウンアプローチを使っ

た。しかし，⑥と⑦については目標設定と評価がしにくいことから，トップダウンとボトムアップでの

暫定的な目標値にとどめ，実際に測定してトレンドを見ながら実行可能性を検証することにした。これ

は，目標値や因果関係が仮説であるため，数値目標が目的化することを回避するためである。 
 
4.4 KPI の継続的な見直し 
最後に A 社における KPI の継続的な見直しの 1 例を紹介する。A 社では IT サービスにナレッジ機能を

増強した数か月後に簡易的なユーザー調査を小サンプルに対して実施し，その結果を評価し，仮説の見

直しや精度の向上に生かした。この調査は，利用頻度・満足度・ナレッジ機能による生産性向上の有無

とフリーコメント，などに限定したものであった。当初の仮説としては，ナレッジの利用頻度が高いユ

ーザーはナレッジ機能を使いこなしているユーザーであるため，ナレッジ機能による生産性向上が見込

めるというものであった。つまり，⑩のナレッジ利用数（率）の向上が⑥のナレッジによる自己解決数

（率）の向上に貢献していることを後押しできるデータが取れることを期待していた。しかし，調査結

果からは明らかな相関関係は見られなかった。一方で，ナレッジ機能についてのコメントとして，ナレ

ッジの中身がわかりにくいことや検索のわかりにくさに関するものが散見された。これによりナレッジ

機能による生産性向上はナレッジの利用頻度に加えてナレッジの中身の充実や検索の容易さにも依存

するだろうという仮説の見直しを行うことができた。そこでナレッジに評価点をつけることができれば

ナレッジの中身の充実や検索の容易さを簡易的に測定できるため，ナレッジにユーザー評価機能を追加

し，先行指標としてナレッジ評価点を設定した。 
 
5. 考察 

5.1 学術的な意義 
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既存研究では DX 戦略の立案や KPI 設定に関することは深く論じられていたが，KPI の目標設定・評

価・アクションについては論じられていなかった。したがって，DX 戦略から設定された KPI を分類す

ることで目標設定・評価・アクションに導くことを推進する DVM というマネジメントシステムは学術

的な意義がある。 

 

5.2 実務的な意義 
DX 推進が求められる企業が増加することが予測される中で，具体的な KPI の目標値の設定・評価・ア

クションプランの立案という実行レベルのガイドが得られることは実務的意義がある。 
 
5.3 本研究の限界 
本稿では，SaaS の IT サービスという 1 製品を導入した 1 企業に DVM を適用とした事例研究であり，

評価・アクションは着手した段階である。したがって，これらのことから DVM の有効性を論じるには

限界がある。 
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